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パブリックコメント案件番号：495170114 

公認心理師法施行規則（案）について 

 

 

公認心理師法（平成 27年法律第 68号）第 7条第 1号及び第 2号、第 28条、第 39条並びに第

45 条並びに同法附則第 2 条第 1 項及び第 2 項に則り公認心理師法施行規則を定めるにあたり、本

会は以下の点についての意見を提出致します。 

 

1. 法第7条第1号及び第2号の「受験資格」となる科目の名称につきまして 

 

(1) 科目名は、心理学および心理臨床学の学問体系を踏まえた上で、履修内容を学生に対して適切

に示し、かつ、学生が他の科目と明確に区別できるよう、各大学および担当教員が長年吟味を

重ねて作成しております。長い科目名は学生に伝わりづらく履修時に誤謬が生じる元となるこ

と、また、公認心理師を受験しない学生も同じ科目を履修することから、簡潔な読み替え科目

名を指定してください。 

もしくは、各大学で定める科目名を冒頭に配置し、「各大学で定める科目名（公認心理師カリ

キュラム等検討会報告書科目名）」のように示してよいこととして下さい。 

例：「家族心理学特講（家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践Ⅰ）」 

 

(2) 公認心理師カリキュラム等検討会報告書における科目名のうち、大学院カリキュラムの以下 5

科目、「保健医療分野に関する理論と支援の展開」、「福祉分野に関する理論と支援の展開」、「教

育分野に関する理論と支援の展開」、「司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開」、「産業・労

働分野に関する理論と支援の展開」については、何に関する支援であるかが科目名に含まれて

いません。履修する学生に心理学関連の科目であることが明確に示せるよう、「心理」の語を

含めて下さい。なお、「家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践」は、

既に科目名が「心理支援」となっていますので、それに揃えていただきたく存じます。 

例：「保健医療分野に関する理論と心理支援の展開」 

 

 



2. 法第7条第1号及び第2号の「受験資格」となる科目につきまして 

 

(1) 学部科目の「社会・集団・家族心理学」、大学院科目の「家族関係・集団・地域社会における

心理支援に関する理論と実践」など、「家族」と「（地域）社会・集団」が1つの科目とされて

いることは問題だと考えます。家族は、クライエントの支援者である一方、虐待、DVなどの

問題の当事者である場合もあります。家族ライフサイクル、世代間伝達などは、家族心理学に

特有のテーマであり、集団・地域などの社会やコミュニティに関する理論や方法とは本質的に

異なるものです。 

今後、虐待、育児放棄、DV、離婚、再婚、介護などの問題での家族支援がますます必要とさ

れる中、公認心理師が個人面接のみならず、夫婦・親子などとの家族合同面接に関わらざるを

得ない場面が増えることが想定されます。その際には、「ジョイニング」「円環的質問法」「多

方向への肩入れ」など家族療法独自の技法の習得が必須となります。「家族心理学」を「地域

社会・集団に関する心理学」とは独立した必修科目としての設定をお願いしたいと思います。 

 

(2) 心理演習・心理実習内容の標準化を定めるよう、お願い致します。 

大学ないし大学院の授業として行われる「心理演習」に関しては、内容の標準化が必要と考え

られます。臨床心理士においては「ロールプレイを全く行ったことがない」「逐語や録音を基

にしてケースを振り返ったことがない」など、出身大学院による経験のバラツキがみられます。

「ロールプレイを録音し、教員と共有し、心理的に起きていることを振り返る力」は、メタ認

知力を高めるという意味で公認心理師にとって必要不可欠な能力と思われます。演習内容を、

大学（大学院）の決定に任せてしまうと、文献購読や表面的なケースフォーミュレーションに

終わってしまい、臨床の現場で求められる力がつかない可能性があります。「ロールプレイ実

践演習」「ケーススーパービジョン演習」など、達成目標がわかるような科目名にして頂くこ

とで、専門性が担保できると思います。また、学外実習に関しても、各施設における達成目標

を明示し、成績評価を行う必要があると考えます。 

 

3. 法第7条第2号の「文部科学省令・厚生労働省令で定める期間」につきまして 

 

法第 7 条第 2 号に係る実務経験の期間については、『公認心理師カリキュラム等検討会の報告

書』（平成29年5月31日付）21頁の「〔5〕法第7条第2号に係る実務経験について」のとお

り、法附則第3条の規定により、同条第1号に掲げる者と同等以上に心理学その他の科目に関

する専門的な知識及び技能を有することとなるようにする必要があります。 

この期間における実務は、定められたプログラムに則って実施されるものとし、同報告書に示

された目標、指導者、内容について明示して下さい。 

さらに、法第7条第2号に係る実務経験者及びその指導者に職務上の過重な負担が生じ、また、

そのことで心理支援を希望する国民に不利益が生じることのないよう、実務経験期間には特に

ご配慮いただき、同報告書にある通り、期間は「2 年以上」とし、かつ、この期間に実施され

るプログラムは「標準的には3年間」という表現を明記して下さい。 



4. その他（当該支援に係る主治の医師の指示につきまして） 

 

(1) 衆参両委員会における法案可決の際附帯議第 1 に、「臨床心理士をはじめとする既存の心理専

門職及びそれらの資格の関係者がこれまで培ってきた社会的な信用と実績を尊重し、心理に関

する支援を要する者等に不安や混乱を生じさせないように配慮すること」とあります。 

当該支援に係る主治の医師の指示については、一般社団法人日本心理臨床学会第 33 回秋季大

会において衆議院議員・内閣官房副長官（当時）の加藤勝信議員が行った講演（平成 26 年 8

月・資料 1）、同学会第 34回秋季大会において衆議院議員の山下貴司議員が行った講演（平成

27年9月・資料2）の他、一般社団法人日本臨床心理士会の2回の質問に対する厚生労働省精

神･障害保健課の回答（平成26年4月・資料3、平成26年5月・資料4）、及び、第189回次

衆議院／文部科学委員会での「心理専門職の活用の促進に関する件」（平成27年9月・資料5）

第5の内容を踏まえて、運用上の混乱が生じないよう、運用ガイドラインを策定して下さい。 

また、運用ガイドラインでは、主治医の指示には原則としてクライエント（未成年の場合は保

護者）の同意が前提となること、緊急時で主治医の指示を受けることが難しい場合には緊急対

応が優先されること（事後承諾）、継続でない 1 回のみの対応の場合は指示を得ていなくても

対応する場合があることについても、ご考慮下さい。 

 

(2) 虐待を受けた子どもや発達に問題のある子どもが大変増えています。そうした子供のいる児童

福祉施設等には医師がいない場合があること、また子どもたちへの心理療法である遊戯療法を

専門として実施している医師が少ないことから、医師の指示に関しては、慎重に対応すること

を付加していただきますようお願い致します。 

 

 

以上 
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日本心理臨床学会第33回秋季大会 資格関連委員会企画シンポジウム 

『資格問題シンポジウム』 加藤 勝信 衆議院議員 講話 
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日本心理臨床学会第34回秋季大会 資格関連委員会企画シンポジウム 

『心理臨床家の養成・教育に必要なカリキュラムについて』 山下 貴司 衆議院議員 講話 
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一般社団法人日本臨床心理士会 

『資格問題の諸情報 ・電子版速報 号外』（2014年7月4日）15～16頁 

 

 

「当会からの『公認心理師法案要綱骨子（案）』（平成26年 4月 11日付）に関するお願い（4月 21日

提出）への解説（4月23日）」 

 

（補足）なお要望書関連で、医師の指示に関して厚労省より一部説明を受けました。それによりますと、

法案要綱骨子において「公認心理師がその業務を行うに当たって心理に関する支援を要する者に当該支

援に係る主治の医師があるときは、その指示を受けなければならない」としている点に関連して、支援

対象に主治の医師があるかどうかを常に確認しなければならないかどうかについて以下のような説明が

ありました。 

1 この定めの趣旨としては、心理状態が深刻であるような者に対して公認心理師が当該支援に係る主

治の医師の治療方針に反する支援行為を行うことで状態を悪化させることを避けたいということ。 

2 公認心理師は心理の専門家としての注意義務がある。病院では当該支援に係る主治の医師があるこ

とが当然想定されるのでその医師を確認して指示をうけることが必要。 

一方、病院以外の場所においては、要支援者の心理状態が深刻で、当該支援に係る主治の医師がある

ことが合理的に推測される場合には、主治の医師の有無を確認することが必要であろう。 

しかし、それ以外の場合では当該支援に係る主治の医師があるとは必ずしも想定されず、また、当該

支援に係る主治の医師の有無を確認することについては、心理支援を要する者の心情を踏まえた慎重な

対応が必要。したがって、このような場合、心理の専門家としての注意義務を払っていれば、必ずしも

明示的に主治の医師の有無を確認しなかったとしても注意義務に反するとは言えない。 

なお、心理職が行っている心理的支援は、その業務を行う場所にかかわらず、業務独占となる医行為

や診療の補助ではなく、今後、公認心理師が行うこととなる業務も現状と同様と考えている。また、指

示とはその業務を診療の補助とするという意味を含まない。 
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一般社団法人日本臨床心理士会 

『資格問題の諸情報 ・電子版速報 号外』（2014年7月4日）15～16頁 

 

 

「当会からの『医師の指示とすることで予測される問題点について』（平成26年4月30日版）への回

答（5月9日）」 

 

（問題点） 

1 医療提供施設以外の場において、公認心理師と同様の業務を行う民間資格者には「当該支援にかか

る主治の医師の指示」はないことから生ずる利用者及び支援者の混乱 

2 医療提供施設以外の場において、公認心理師と類似の業務を行う他職種には「当該支援にかかる主

治に医師の指示」はないことから生ずる利用者及び支援者の混乱 

（回答） 

 業務独占資格と異なり、名称独占資格は、「国民の利便や職業人の資質向上を図るため、一定の基準を

充足していることを単に公証し、または一定の称号を独占的に称することを許す資格」とされており、

国家試験に合格することのほか当該資格者に義務が課されていること等により一定の基準を満たしてい

ることが、名称独占資格を他の民間資格と区別する意義となります。例えば、同様に業務独占となって

いない名称独占資格である精神保健福祉士の業務に関し、精神保健福祉士には主治の医師の指導を受け

る義務を課しておりますが、精神保健福祉士の資格をもっていない精神科ソーシャルワーカーについて

は主治の医師の指導を受ける義務は課されておりません。 

 また、公認心理師の行う支援が主治医の行う診療に関係しないものである場合（例えば、学校におけ

る進路指導等）については、「当該支援に係る主治の医師があるとき」に該当しないため、その業務を行

う場所にかかわらず、主治医の指示を受ける必要はありません。 

 

（問題点） 

3 災害支援や緊急支援において「当該支援にかかる主治の医師の指示」の確認が、その支援活動を滞

らせる可能性 

4 電話相談や継続反復を前提としない相談支援のように当該支援にかかる主治の医師の指示を得る

ことが困難である業務に関して、その業務を行うことの正当性 

（回答） 

 当該支援の対象者が精神疾患の診断を受けていない場合は「当該支援にかかる主治の医師の指示があ

るとき」に該当せず、当然、その指示を受けることもありません。また、主治の医師の有無については、

必ずしも当該支援の対象者に確認する必要はなく、公認心理師の心理の専門家としての注意義務の範囲

で主治医の存在が合理的に推測される場合に確認する必要があるものと考えられます。  
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第189回次 衆議院／文部科学委員会（開催日：平成27年9月2日）会議録 

「心理専門職の活用の促進に関する件」 

 

 

 福井委員長 この際、山下貴司君外6名から、自由民主党、民主党・無所属クラブ、維新の党、公

明党及び社会民主党・市民連合の五派共同提案による心理専門職の活用の促進に関する件について

決議すべしとの動議が提出されております。 

提出者から趣旨の説明を聴取いたします。郡和子君。 

 郡委員 ただいま議題となりました決議案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申

し上げます。 

案文の朗読により趣旨の説明にかえさせていただきます。 

     心理専門職の活用の促進に関する件（案） 

今日、心の問題は、国民の生活に関わる重要な問題となっており、学校、医療機関、福祉機関、司

法・矯正機関、警察、自衛隊、その他企業をはじめとする様々な職場における心理専門職の活用の

促進は、喫緊の課題となっている。しかしながら、我が国においては、心理専門職の国家資格がな

く、国民が安心して心理的な支援を利用できるようにするため、国家資格によって裏付けられた一

定の資質を備えた専門職が必要とされてきた。 

今般、関係者の長年にわたる努力もあり、「公認心理師」という名称で、他の専門職と連携しなが

ら、心のケアを必要とする者に対して、心理的な支援を行う国家資格を創設する法律案を起草する

運びとなったところである。政府は、公認心理師法の施行及び心理専門職の活用の促進に当たり、

次の事項の実現に万全を期すべきである。 

1 臨床心理士をはじめとする既存の心理専門職及びそれらの資格の関係者がこれまで培ってきた社

会的な信用と実績を尊重し、心理に関する支援を要する者等に不安や混乱を生じさせないように配

慮すること。 

2 公認心理師が臨床心理学をはじめとする専門的な知識・技術を有した資格となるよう、公認心理師

試験の受験資格を得るために必要な大学及び大学院における履修科目や試験の内容を定めること。 

3 公認心理師法の施行については、文部科学省及び厚生労働省は、互いに連携し、十分協議した上で

進めること。また、文部科学省及び厚生労働省を除く各省庁は、同法の施行に関し必要な協力を行

うこと。 

4 受験資格については、同法第7条第1号の大学卒業及び大学院課程修了者を基本とし、同条第2号

及び第3号の受験資格は、第1号の者と同等以上の知識・経験を有する者に与えることとなるよう、

第2号の省令を定めるとともに、第3号の認定を行うこと。 

5 公認心理師が業務を行うに当たり、心理に関する支援を要する者に主治医がある場合に、その指示

を受ける義務を規定する同法第 42条第 2項の運用については、公認心理師の専門性や自立性を損

なうことのないよう省令等を定めることにより運用基準を明らかにし、公認心理師の業務が円滑に

行われるよう配慮すること。 

6 同法附則第五条の規定による施行後5年を経過した場合における検討を行うに当たっては、保健医

療、福祉、教育等を提供する者その他の関係者との連携等の在り方についても検討を加えること。 

右決議する。 

以上であります。 

何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

 福井委員長 これにて趣旨の説明は終わりました。 

採決いたします。 

本動議に賛成の諸君の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

 福井委員長 起立総員。よって、本件は本委員会の決議とするに決しました。（拍手） 

この際、ただいまの決議につきまして下村文部科学大臣から発言を求められておりますので、これ

を許します。下村文部科学大臣。 
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 下村国務大臣 ただいまの御決議につきましては、その御趣旨に十分留意をいたしまして対処して

まいりたいと存じます。 

 福井委員長 お諮りいたします。 

本決議の議長に対する報告及び関係各方面への参考送付等につきましては、委員長に御一任願いた

いと存じますが、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 福井委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 

次回は、公報をもってお知らせすることとし、本日は、これにて散会いたします。 

午後零時17分散会 

 

 

 

 

 


